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１．今回の公務員制度改革の理念と内閣人事局の設置の目的 

今回の公務員制度改革は、「国民全体の奉仕者である国家公務員について、一人

一人の職員が、その能力を高めつつ、国民の立場に立ち、責任を自覚し、誇りをも

って職務を遂行すること」（基本法第１条）を目的とし、これを達成するため、以下

の７つの改革の基本理念に則った改革を進めることとしている。 

（参考） 国家公務員制度改革基本法第２条（基本理念） 

１ 議院内閣制の下、国家公務員がその役割を適切に果たすこと 

２ 多様な能力及び経験を持つ人材を登用し、及び育成すること 

３ 官民の人材交流を推進するとともに、官民の人材の流動性を高めること 

４ 国際社会の中で国益を全うし得る高い能力を有する人材を確保し、及び育成すること 

５ 国民全体の奉仕者としての職業倫理を確立するとともに、能力及び実績に基づく適正な

評価を行うこと 

６ 能力及び実績に応じた処遇を徹底するとともに、仕事と生活の調和と図ることができる

環境を整備し、及び男女共同参画社会の形成に資すること。 

７ 政府全体を通ずる国家公務員の人事管理について、国民に説明する責任を負う体制を確

立すること 

 

この改革の一環として、基本法は、政府全体を通ずる国家公務員の人事管理につ

いて、国民に説明する責任を負うとともに、幹部職員等の一元管理等を行うための

事務及びこれらに関連する事務を所掌する組織として、内閣官房に内閣人事局を設

置することとし、１年以内にその設置のための法制上の措置を講ずることとしてい

る。 

ワーキング・グループでは、顧問会議から、内閣人事局の設置及びこれに関連す

る事項について論点整理の要請を受け、８回にわたる会合を開き検討を行った。そ

の際、単なる「器」の議論となることのないよう、今般の改革の理念・課題認識を

再確認しつつ、これに対応した人事管理制度全般の改革の方向性についても議論を

行った上で、それらを踏まえた内閣人事局の役割、機能さらには組織のあり方につ

いて検討を行うことに努めた。 

以下は、その検討結果をとりまとめたものである。 
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２．顧問会議より検討依頼がなされた各論点整理事項について 

２―１ 一元管理のあり方  

（１）一元管理プロセスのあり方 

＜基本法から想定される仕組み＞ 

適格性審査 

・対象は、各府省大臣が（標準職務遂行能力等の）人事評価を踏まえて推薦する

各府省の職員、職員経験者、民間人。内閣総理大臣（内閣官房長官）がその者

の能力・実績に基づき推薦する者や、幹部職員の公募への応募者についても、

適格性審査等を経て幹部職員に任用することのできる手続を併せて整備 

・定期的に実施（現職の幹部職員等についても実施。なお、民間人、公募への応

募者については随時実施） 

・幹部職員となる資格要件としての効果（現職の幹部職員についても定期的な適

格性審査を実施、適格性が認められなかった場合は分限処分の対象） 

・適格性審査を通過しない者は、幹部候補者名簿に記載されない。 

幹部候補者名簿  

・適格性審査により適格性が認められた者を対象として、定期的（必要な場合は

随時）に作成し、各府省大臣に提示。 

・各府省大臣は、幹部候補者名簿から任用を行う（幹部候補者名簿に記載されて

いない者については任用できない） 

内閣総理大臣、内閣官房長官及び各府省大臣による任免協議 

・任免協議においては、（i）内閣総理大臣は、幹部職員の内閣一元管理の責任者、

（ii）内閣官房長官は、適格性審査及び幹部候補者名簿作成に係る事務を内閣

総理大臣から法律上委任された者、（iii）各府省大臣は、各府省の主任の大臣

という位置付け 

（各府省大臣が協議当事者となるためには、現在外局の長が任命権者となってい

る外局の幹部職員の任命権者を各府省大臣とする等の措置が必要） 

・任免協議は、（i）幹部候補者名簿の提示を受けた各府省大臣が、幹部職員の任

免を行おうとするとき及び（ii）内閣総理大臣が各府省の幹部職員の任免が必

要と認めるときに実施 

 

① 任用プロセス 

 

（幹部職員の任用プロセス） 

● 幹部職員に関する任用プロセスについては、職員の中立性・専門性等を人事

評価に基づく能力・業績主義の徹底で担保した上で、内閣の関与により、政
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治への応答性も確保するという枠組みとするべきである。 

 

（適格性審査、候補者名簿作成、任免協議） 

●幹部職員の適格性審査は職員の能力や中立性・専門性を担保する能力・業績

主義の徹底のための手続とし、そのプロセス自体の公正・中立性も確保する

こととする。候補者名簿作成及び任免協議は、幹部職員の政治への応答性を

確保し、任命に当たっての政治の責任を明確化するプロセスと位置づけるべ

きである。なお、公正・中立性を担保する点については、適格性審査だけで

なく候補者名簿作成を含め能力・業績主義徹底のためのプロセスであるべき

との意見もあった。 

 

（選考過程の公正・中立性の確保） 

●幹部職員の選考過程について、能力・業績主義を徹底し、任用プロセスの公

正・中立性をもさらに確保する手段については以下のような意見があった。 

①適格性審査、候補者名簿作成に関して内閣官房長官に対して具体的推薦を

行うことを任務とする外部有識者に関係者を加えた選考委員会を設けるべき

である、 

②内閣人事局における適格性審査のプロセス自体が適切に行われていること

をチェックすることを任務とする外部有識者を中心とする第三者委員会を設

けるべきである、 

③適格性審査等に適切な基準、ルールを設定することによりその公正・中立

性は担保でき、委員会の設置は不要である。 

 

○ 幹部候補者名簿はポスト毎に作成する。各ポストに対して２～３倍程度の候

補者が掲載されている名簿とし、各人は、複数のポストに候補者として掲

載され得ることとする方向で検討すべきである。 

 

○ 内閣人事局は、民間の人材や公募に応じた者についても適格性審査を行い、

それらの者を含む幹部候補者名簿を作成することとする。 

 

（人事評価の基準） 

○ 幹部職員、管理職員について、人事評価や適格性審査を行うに当たっては、

能力・業績の評価を適切に行うため、個々のポストのジョブ・ディスクリ

プション（職務明細、役割・責任など）と評価基準を明確にする必要がある。

ジョブ・ディスクリプションの決定及び人事評価の主体は各大臣（各府省）
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であるが、内閣人事局は、ジョブ・ディスクリプション及び人事評価につ

いて基準を示すとともに、適切な運用がなされているかをチェックする機

能を担うものとする。 

 

 （人事評価情報等の収集・活用） 

○ 各府省は、職員について人事評価を適切に行い、幹部候補育成課程在籍時

から、人事記録・人事評価に関する情報を継続的に内閣人事局に対し提供

することとする。内閣人事局においては、人事記録・人事評価以外の情報

についても各府省の職員の能力・業績、適性等に関する情報を積極的に収

集し、その業務に活用するものとする。具体的な収集情報の内容や収集方

法については、さらに検討が必要である。 

 

② 幹部候補育成課程 

＜基本法から想定される仕組み＞ 

・ 任命権者に幹部候補育成課程を設置することを義務づけ、内閣総理大臣は幹

部候補育成課程の統一的基準の作成、課程対象者に対する政府全体を通じる

研修の実施、さらに各府省の課程の運用についての管理を行う。 

 

 （幹部候補育成課程の内容と運用管理） 

○幹部候補育成課程は、採用試験の種類や年次にとらわれない実力本位の仕組

みとし、課程の内容は、管理職員、さらには幹部職員としてその職責を担う

にふさわしい能力及び経験を有する職員を総合的かつ計画的に育成するもの

とする。その際、課程対象者に民間経験、国際経験を付与することを重視す

べきである。 

 

○内閣人事局が行う幹部候補育成課程の運用管理は、各府省が内閣人事局が定

めた統一的な基準に則って運用しているか（例えば選定・絞込み等が適切に

行われているか）を管理するものである。幹部候補育成課程の具体的な制

度・運用については、課程対象者が全員管理職員になるわけではなく、また、

課程外でも能力を発揮している人が管理職員に任用されることが担保される

ものでなければならない。 

 

（２）公募・官民交流のあり方 

＜基本法等から想定される仕組＞ 

・幹部職員の公募については、一元管理プロセスの一環として、内閣官房長官が、
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公募に係る適格性審査、幹部候補者名簿作成等の事務を一元的に実施し、各府

省大臣は、幹部候補者名簿に基づき内閣総理大臣・内閣官房長官との任免協議

により採用。 

 

（公募に係る内閣人事局の機能） 

●内閣人事局は、多様な能力及び経験を持つ人材を登用するため、国の行政機

関の内外からの公募について、企画立案、目標・基準の設定、制度の運用管

理、人事情報管理等を行う。また、具体的なポスト決定及び公募事務は、各

府省が基準に沿って行うが、幹部職員の場合など一定の場合には、公募ポス

トの決定についても内閣人事局が関与することとし、実務については内閣人

事局や内閣府官民人材交流センターが行う。・・・１２日の議論と関係 

 

（公募の選考基準・プロセス等） 

○ 公募において、民間出身者が不当に不利になることがないよう、選考基準

について、民間の人材の専門性や多様な経験・実績を的確に評価できるも

のとするとともに、公務員出身者、民間出身者に共通の選考プロセスを整

備することにより、民間人材を積極的に登用できるようにする。また、ジ

ョブ・ディスクリプションの明確化（２－１（１）①「任用プロセス」参照）

は、特に民間からの応募を促進する上でも重要である。なお、公募による

採用については、任期付採用のみならず、採用後、公務部内で転任、昇任

していくようにするため中途採用を活用する。 

 

（公募に係る目標設定及び対象ポストの決定） 

○ 内閣人事局は、職務の特殊性を考慮しつつ、各府省において公募に付する

幹部職員等の職の数についての目標を定める。また、具体的公募対象ポス

トは、各府省が目標に沿って定めるが、幹部職員の場合など一定の場合に

は、内閣人事局と協議して定める。 

 

（官民人材交流に係る内閣人事局の機能） 

●内閣人事局は、官民人材交流を推進するため、官民人材交流に関する制度の

企画立案、目標・基準の設定、制度の運用管理、人事情報管理等を行う。具

体的な官民人材交流は各府省が行うが、幹部職員の場合など一定の場合には、

内閣人事局や内閣府官民人材交流センターが選考過程に関与する。・・・１

２日の議論と関係 
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（官民人材交流推進のための制度改革） 

○ 企業との人事交流だけではない「官民の人材流動化」、特に幹部レベルでの

民間からの登用拡大を図るため、処遇については、国民の納得も得ながら、

公募を促進するようなバランスを持った設定するなど、抜本的な制度改革

を推進するべきである。また、企業との人事交流を対象とする官民人事交

流法について、所管業種との交流に関する規制の見直しを行う。 

 

２－２ 国家戦略スタッフ・政務スタッフのあり方  

  

（役割） 

● 国家戦略スタッフ及び政務スタッフは、政治への応答性を担うためのもの

として、それぞれ内閣総理大臣、各大臣をスタッフとして柔軟かつ機動的

に補佐するべきである。 

 

（規模） 

● 国家戦略スタッフは、内閣の特定の重要政策に柔軟に対応できるよう、ま

た、複数のチームで活動できるよう、適切な規模（例えば３０名程度）を確

保する。政務スタッフは、副大臣、政務官とともに、大臣を補佐するチー

ムを構成するものとし、それにふさわしい規模を確保する。 

 

（人材供給源、処遇等） 

○ 国家戦略スタッフ及び政務スタッフについては、チームとして活動するこ

とを可能とする必要があり、多様な人材を活用できるようにするため、そ

の処遇については弾力的なものとする。なお、国家戦略スタッフ及び政務

スタッフに国会議員が就くことについては、内閣総理大臣補佐官等との関

係を含め、整理されるべき。 

○ 国家戦略スタッフ及び政務スタッフについては、特定の府省の固定ポスト

にならないようにすることが重要である。また、各府省のいわばゼッケン

の付いた出向者を任用することとならないよう、必要な措置を検討すべき

である。 

 

（現行組織との関係） 

● 国家戦略スタッフ、政務スタッフの設置に伴い、現行の内閣総理大臣補佐

官、内閣審議官、内閣参事官、大臣政務官、大臣官房審議官、大臣官房参

事官等との関係の整理を行うことが必要である。 
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２－３ 定年まで勤務できる環境の整備（人事の停滞への対策を含む）、定年延長

及びこれに伴う給与体系の整備  

 

＜基本法等から想定される仕組み＞ 

・ 早期勧奨退職の見直し 

早期勧奨退職の慣行を根本から見直し、組織としての新陳代謝を図りつつ職

員が定年まで働ける環境整備を行う。特に幹部職員等の任用、給与等について

必要な措置を講じる。 

・ 専門スタッフ職制度の拡充 

平成 20 年度から導入された専門スタッフ職制度の運用状況等を勘案しつつ、

適任官職の掘り起こしその他の方策を講じることにより、さらなる活用が図ら

れるようにする。 

・ 再任用の拡充 

再任用に係る要件の緩和等を行い、現行の再任用制度について、さらなる活

用が図られるようにする。 

・ 役職定年制等の導入について検討 

上記３点の円滑な実施に向け、幹部職員等に関して、ラインの官職にとどま

ることに上限年齢を定める役職定年制等の仕組みの導入について検討する。 

・ 公務員の定年の延長について検討 

組織活力の維持や総人件費抑制を念頭に置きつつ、年金支給開始年齢の引き

上げ時期もにらんで、定年を段階的に 65 歳まで引き上げる措置について、検

討を行う。この際あわせて給与体系の在り方についても検討する。 

 

（定年まで勤務できる環境の整備等に応じた処遇） 

○ 今後、定年まで勤務できる環境の整備や定年延長の検討を行っていくにあた

り、幹部職員・管理職員については、組織の新陳代謝を確保する観点から、任

用・給与の弾力化、役職定年制の導入等について検討する。さらに、総人件費

の増嵩を招かないようにする観点から、一般職員についても、給与カーブのさ

らなるフラット化や、高齢期に給与が下がる仕組みを検討する。その際、個々

人については、若年期から能力・実績主義を徹底することにより、メリハリの

効いた処遇を実現する。 

 

（官民人材交流センターの活用等） 

○ 定年まで働ける環境を整備する一方で、自らの能力を活かした高齢職員の
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自発的な離職については、官民人材交流センターの活用等のほか、政府と

して、職員の市場価値を高めるためのプログラムを充実するなど積極的に

支援する。 

 

（再任用制度の活用の拡大） 

○ 再任用制度については、雇用と年金の接続の観点から、平成 25 年度までに

は、やる気と能力のある希望者について、原則として再任用することを目

指すべきである。 

 

（定年の延長） 

○ 将来的な定年延長については、本ワーキング・グループで直ちに結論を出

すことは困難であるが、民間企業における 65 歳までの定年延長の進捗度合

いを見ながら検討する必要がある。 

 

（総人件費抑制、定員削減との関係等） 

○ 定年まで勤務できる環境の整備、再任用制度の活用拡大、定年延長は、高

齢職員層の大幅な人員増につながる。このままでは、これらの取組みと現

在の総人件費抑制、定員削減との両立は困難であることを踏まえ、抜本的

な対策を講じなければならない。その際、高齢職員の知識・経験を有効に

活用しうるよう、現在の勤務形態・組織編制のあり方自体も抜本的に見直

すべきである。 

 

 

２－４ 幹部職員の任用・給与の弾力化  

＜基本法等から想定される仕組み＞ 

・ 現行の国家公務員法第７８条で列挙されている事由に該当しなくても、幹部

職員又は管理職員の範囲内において、その職務の特性並びに能力及び実績に

応じた弾力的な任用、給与等の処遇を行えるようにする。 

 

（幹部職員の弾力的降任に関する措置） 

○ 当面、内閣一元管理（候補者名簿作成）の対象である幹部職員の任用につい

て、勤務成績不良でない場合でも、より適任である者を充てる必要がある

場合には、基準、ルールづくりなど公正・中立性の問題に留意しつつ、幹

部職員の範囲内で弾力的に降任できるよう措置する方向で検討すべきであ

る。 
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 （幹部職員、管理職員の「新たな制度」等） 

○ 上記のほか、基本法第５条第２項に定める、管理職員の範囲内での弾力化

や、さらには幹部職員、管理職員それぞれの任用、給与の在り方について

は、同項に定める「新たな制度」として、一般職員とは異なる制度とするこ

とを含め検討すべきである。 

○ 国家公務員の給与体系を含めた全体の見直しの中で、役職定年制、専門ス

タッフ職等への異動等幹部職員、管理職員の一般職員までの降任が可能と

なる措置を検討すべきである。 

 

２－５ 国際性の向上  

 

○ 職員の国際機関、留学先等における評価を各府省において人事評価に活用す

る仕組みを作るとともに、幹部候補育成課程対象者等については、その情報を

内閣人事局に集積し、「一元管理」に活用することとすべきである。 

○ 幹部候補育成課程においては、国際性向上を重点項目とし、海外留学又は国

際機関派遣等の機会を原則として付与することとすべきである。 

 

 

３．内閣人事局の担うべき機能及び組織のあり方について 

 

（１）基本的な役割・機能 

● 内閣人事局は、政府全体の見地から幹部職員等に関する一元管理事務を担う

とともに、政府全体を通ずる国家公務員の人事管理について国民に説明する責

任を負うことを任務としている。 

この任務を十全に発揮するため、内閣人事局は、国家公務員の人事管理に

関する戦略的中枢機能を担う組織として、国家公務員全体の人事管理に関す

る制度及びその運用の全般について、企画立案、方針決定、基準策定、目標

設定等を担う（Plan）とともに、制度の運用（Do）について検証(Check)し、

さらなる制度や運用の改善・改革につなげる（Act）サイクルを実現させる機

能を持たなければならない。その際、PlanとActについては、戦略的機能とし

て内閣人事局が自ら担うことを基本とするが、Doについては基本的に各省が担

い、Checkについては各省、第三者機関と内閣人事局が適切な分担を図る必要

がある。・・・１２日の議論と関係。 
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（２）具体的な所掌事務 ・・・１２日の議論を踏まえ記述。 

 

（３）組織のあり方・・・１２日の議論を踏まえ記述。 


